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〇
法
務
省
令
第
三
十
六
号

不
動
産
登
記
法
（
平
成
十
六
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）

第
七
条
（
他
の
法
令
の
規
定
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を

含
む
。）及
び
商
業
登
記
法
（
昭
和
三
十
八
年
法
律
第
百
二

十
五
号
）
第
二
条
（
他
の
法
令
の
規
定
に
お
い
て
準
用
す

る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
基
づ
き
、
登
記
事
務
委
任
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
二
年
十
一
月
十
九
日

法
務
大
臣

柳
田

稔

登
記
事
務
委
任
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

登
記
事
務
委
任
規
則
（
昭
和
二
十
四
年
法
務
府
令
第
十

三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
一
条

削
除

第
二
条
第
三
項
を
削
る
。

第
五
条
を
同
条
第
二
項
と
し
、
同
条
に
第
一
項
と
し
て

次
の
一
項
を
加
え
る
。

水
戸
地
方
法
務
局
土
浦
支
局
の
管
轄
に
属
す
る
商
業

登
記
の
事
務
（
商
業
登
記
法
第
十
条
第
二
項
の
規
定
に

よ
る
交
付
の
請
求
に
係
る
事
務
を
除
く
。）並
び
に
同
地

方
法
務
局
下
妻
支
局
管
内
茨
城
県
下
妻
市
、
坂
東
市
、

結
城
郡
及
び
猿
島
郡
境
町
に
属
す
る
地
域
内
の
商
業
登

記
の
事
務
（
商
業
登
記
法
第
十
条
第
二
項
の
規
定
に
よ

る
交
付
の
請
求
に
係
る
事
務
を
除
く
。）は
、
水
戸
地
方

法
務
局
で
取
り
扱
わ
せ
る
。

第
二
十
条
第
一
項
中
「
敦
賀
支
局
」
の
下
に
「
及
び
武

生
支
局
」
を
加
え
る
。

第
二
十
四
条
第
一
項
中
「
及
び
宇
部
支
局
」
を
「
、
宇

部
支
局
及
び
萩
支
局
」
に
改
め
る
。

第
四
十
条
中
「
岩
見
沢
支
局
」
を
「
小
樽
支
局
、
岩
見

沢
支
局
」
に
改
め
、「
滝
川
支
局
」
の
下
に
「
、
倶
知
安
支

局
」
を
加
え
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
二
年
十
二
月
十
三
日
か
ら
施

行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
そ
れ

ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一

第
一
条
、
第
二
条
及
び
第
五
条
の
改
正
規
定

平

成
二
十
二
年
十
二
月
二
十
日

二

第
二
十
四
条
第
一
項
の
改
正
規
定

平
成
二
十
二

年
十
二
月
二
十
七
日

〔
省

令
〕

〇
登
記
事
務
委
任
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令
（
法
務
三
六
）

J

〔
告

示
〕

〇
不
動
産
登
記
規
則
第
三
十
六
条
第
一
項
第

二
号
等
の
規
定
に
基
づ
き
登
記
所
を
指
定

す
る
件
（
法
務
五
八
二
）

K

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第

一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
留

学
の
在
留
資
格
に
係
る
基
準
の
規
定
に
基

づ
き
日
本
語
教
育
機
関
等
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
五
八
三
）

〇
株
式
会
社
日
本
政
策
金
融
公
庫
法
施
行
令

附
則
第
十
一
条
の
二
の
規
定
に
基
づ
き
、

国
際
競
争
力
の
維
持
に
関
す
る
国
の
施
策

の
推
進
に
著
し
い
支
障
が
生
じ
て
い
る
産

業
に
属
す
る
事
業
を
定
め
る
件
の
一
部
を

改
正
す
る
件
（
財
務
三
七
二
）

〇
史
跡
を
管
理
す
べ
き
地
方
公
共
団
体
を
指

定
す
る
件
（
文
化
庁
五
二
）

〇
種
苗
法
第
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ

き
、
品
種
登
録
出
願
を
取
り
下
げ
た
件

（
農
林
水
産
一
九
一
七
）

L

〇
工
業
所
有
権
に
関
す
る
手
続
等
の
特
例
に

関
す
る
法
律
の
規
定
に
基
づ
き
登
録
調
査

機
関
を
登
録
し
た
件
（
特
許
庁
九
）

L

〇
船
舶
安
全
法
第
六
条
ノ
二
の
規
定
に
基
づ

き
、
事
業
場
を
製
造
認
定
事
業
場
と
し
て

認
定
し
た
件
（
国
土
交
通
一
三
六
九
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
同
一
三
七
〇
〜
一
三
七
三
）

〇
航
路
標
識
に
関
す
る
件

（
海
上
保
安
庁
二
一
八
〜
二
二
二
）

M

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
関
東
地
方
整
備
局
三
九
八
、
三
九
九
）

P

〇
都
市
計
画
に
関
す
る
件

（
同
四
〇
〇
〜
四
〇
二
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
陸
地
方
整
備
局
一
一
八
、
一
一
九
）

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
中
国
地
方
整
備
局
一
七
三
〜
一
七
五
）

Q

〔
国
会
事
項
〕

Q

〔
人
事
異
動
〕

法
務
省

外
務
省

Q

〔
皇
室
事
項
〕

R

〔
官
庁
報
告
〕

法

務

公
証
人
任
免
（
法
務
省
）

R

労

働

争
議
行
為
の
通
知
の
公
表
に
つ
い
て

（
厚
生
労
働
省
）

R

最
低
賃
金
の
改
正
決
定
に
関
す
る
公
示

（
千
葉
労
働
局
最
低
賃
金
公
示
八
、
新
潟
同

二
、
岡
山
同
八
、
徳
島
同
二
〜
四
、
愛
媛
同

三
、
佐
賀
同
二
）

R

国
家
試
験

平
成
二
十
二
年
度
特
別
支
援
学
校
教
員
資
格

認
定
試
験
合
格
者
（
文
部
科
学
省
）

J
I

〔
資

料
〕

平
成
二
十
二
年
九
月
中
国
際
収
支
状
況
（
速

報
）
及
び
平
成
二
十
二
年
度
上
期
中
国
際
収

支
状
況
（
速
報
）（
財
務
省
）

J
I

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁財

団
、
有
権
者
申
出
方
、
証
票
無
効
関
係

J
I

裁
判
所

相
続
、
失
踪
、
破
産
、
免
責
、特
別
清
算
、

再
生
関
係

J
J

会
社
そ
の
他

K
P

˜


		2010-11-18T14:51:19+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




